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政策評価（令和８年度）

１　戦略のねらい

２　施策評価の結果

※施策評価の結果：ａ、ｂ、ｃ、ｄ、ｅの５段階で判定した結果

３　総合評価結果と評価理由

　※定量的評価：施策評価結果を点数化して平均点を算出し、Ａ相当、Ｂ相当、Ｃ相当、Ｄ相当、Ｅ相当の５段階に判定する。

　 　・施策評価結果の配点　ａ：４点、ｂ：３点、ｃ：２点、ｄ：１点、ｅ：０点

　 　・判定基準（平均点）　 　Ａ相当：４点、Ｂ相当：３点以上４点未満、Ｃ相当：２点以上３点未満、Ｄ相当：１点以上２点未満、Ｅ相当：１点未満

　※総合評価：定量的評価を基本とし、定性的評価を考慮する必要がある場合には、総合的な観点からA、B、C、D、Eの５段階に判定する。

４　主な課題と今後の対応方針

　※課題と今後の対応方針の各施策の詳細については、施策評価調書を参照

５　政策評価委員会の意見

政策評価調書

　戦略４　未来創造・地域社会戦略

　幹事部局名 人口戦略部 　評価者 政策企画部長 　評価確定日 令和８年７月31日

　社会減と自然減の抑制に向けた取組を加速するとともに、県民誰もが将来にわたって生き生きと暮らせる地域社会をつくり
ます。

施策評価の結果

2022（Ｒ４） 2023（Ｒ５） 2024（Ｒ６） 2025（Ｒ７）

目指す姿１新たな人の流れの創出 ｂ ｃ ｃ ｄ

目指す姿２結婚・出産・子育ての希望がかなう社会の実現 ｂ ｄ ｅ ｅ

目指す姿３女性・若者が活躍できる社会の実現 ａ ａ ａ ａ

目指す姿４変革する時代に対応した地域社会の構築 ｅ ｄ ｅ ｅ

目指す姿５脱炭素の実現を目指す地域社会の形成 ｅ ｅ ｄ ｄ

目指す姿６行政サービスの向上 ａ ａ ｂ ａ

総合評価 評価理由　　　　　

　本県の社会減は拡大傾向となってきており、特に、若い世代を中
心に、転入者が減少傾向にある。

　令和８年度から２年間限定で実施する移住ブーストキャンペーンに
おいて、秋田暮らしの魅力等の効果的なプロモーションや首都圏での
イベントの開催により、移住潜在層の掘り起こしを図るほか、若者や
子育て世代をメインターゲットとしたデジタル商品券の交付により移
住の決断を後押しすることで、本県への移住の流れを加速させる。

など　 など　

　保険適用など不妊治療を取り巻く環境が変化する中、不妊専門相
談センターは専門家（医師、看護師、助産師、臨床心理士）による
相談体制を整え、相談者に寄り添いながら正しい情報を提供してい
るものの、その利点が十分に県民に伝わっていない。

　不妊専門相談センターの利点について改めて広く周知するほか、遠
方の相談者に配慮したオンライン相談の導入を検討するなど、利用者
の利便性を高めることで、相談件数の増加につなげていく。

など　 など　

　地域活性化を担う若い世代のロールモデルとなる存在が不足して
おり、若い世代による主体的な取組が進んでいない。

　若い世代が主体となった地域づくり活動や地域活性化に向けた取組
を促進するため、先行して活動している若い世代との交流や相談がで
きる機会を設け、斬新なアイデアを持つ若者の挑戦を支援する。

など　 など　

　多様性に満ちた社会づくりの基本理念の理解促進を図るため、
メッセージ動画等を活用した広報やＳＤＧｓの普及啓発を展開して
いるが、差別等を感じる人の割合は減少傾向に至っていない。

　多様性に満ちた社会づくり有識者会議の開催や学校への講師派遣の
ほか、ＳＤＧｓの優れた取組の紹介・周知により、県民の理解促進を
図り、実践へとつなげる。

など　 など　

　企業は、国のＧＸ推進や世界の動向に合わせて脱炭素化に取り組
む必要があるが、現状・課題の把握が不十分であるほか、取組を進
めるためのノウハウ・人材が不足している。

　金融機関、地域経済団体、支援機関等が連携して、企業に対し脱炭
素経営に関する理解促進と支援を進める体制を構築するとともに、先
行する企業や学生などとの交流をとおした人材育成を進める。

など　 など　

　オンライン申請可能な手続きは９割超とオンライン化は進んでい
る一方で、実際の利用率は約２割に留まっている。

　オンライン申請利用率の向上に向けて、事業者には原則としてオン
ラインで申請するよう働きかけを行うとともに、県民への周知等に取
り組む。

など　 など　

施　　　策

Ｄ
　施策評価の結果を基にした定量的評価が「Ｄ相当（平均点1.67）」であることから、総合評価は
「Ｄ」とする。

目指
す姿

　課題（戦略の目標達成に向けた課題など） 今後の対応方針（重点的・優先的に取り組むべきこと）
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　自己評価の「Ｄ」をもって妥当とする。
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